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１ １１２ 健康福祉部 4 母子の健康づくりの推進
順調に進ん

でいる
要検討

進捗状況が「順調に進んでいる」ということだが、関係
指標にある低体重児出生率が増加している。実施さ
れている事務事業は良いが、健康体で健康な子供が
生まれる環境作りが必要ではないか。今後は、妊娠
前の段階の若い人に対して、様々なキャンペーンやマ
スメディアを通じて低体重児が生まれる原因などを広
報し、健康な子供を産むように指導してはどうか。

平成２３年度　施策評価外部評価一覧表（要検討および適切だが意見が付されたもの）

施策についての分析 今後の取組方針

母子保健法にもとづいて、妊婦から乳幼児及び思春期
のライフサイクルに応じて、妊婦委託健康診査・赤ちゃ
んの全戸訪問・乳幼児健診・思春期セミナー・相談等の
各事業を通して、継続的に母子の支援を行い、育児不
安の軽減と安心して出産・子育てできる環境づくりに取
り組んでいる。

継続して、関係機関と連携して各事業を実施す
ることで、安心して子供を生み育てられ、親子が
健康で生き生きと暮らせるまちづくりを目指す。

資料３

２ １２２
三沢市立三

沢病院 2 医師等の人材確保と医
療の質の向上

おおむね進
んでいる

要検討
医療サービスの向上を図るため、多くの市民の建設
的な声を汲み上げるシステムを構築してはどうか。

①医師の確保・招聘は、医師の充足率が100％以下に
なっており、100％の目標達成が重要課題である。ま
た、このことが経営の安定化につながる。②各種研修
や学会への参加・発表を通じ高度な医療の知識技術の
習得を図ると共に、専門医、認定医師、認定看護師、認
定薬剤師等の資格取得・維持に努めている。③研究図
書の充実を図り研究に寄与している。

①大学医学部他、関係機関に対する派遣要請、
②臨床研修医等の受け入れ③病院ホームペー
ジでの医師募集記事掲載④医師の待遇改善や
医師の勤務環境の整備を図る。⑤各種研修や学
会への参加・発表を通じ高度な医療の知識技術
の習得し、専門医、認定医師、認定看護師、認定
薬剤師等の資格取得・維持を図る。⑥研究図書
の充実を図り研究に寄与する。

３ ２１１ 民生部 10 自然環境の保全と活用
おおむね進
んでいる

適切

仏沼の自然環境の保全とその活用はよくされている。
しかし、小田内沼や淋代海岸などの環境整備活動や
活用はあまりなされていないため、整備すべきではな
いか。また、三沢市全体の自然環境について将来的
なビジョンづくりを進めるべきではないか。

４ ２１２ 民生部 3 自然環境教育の推進
おおむね進
んでいる

適切

年々、仏沼を訪れている人が多くなっているのはとて
も良いことであるが、市民にあまり知られていないよう
に思う。仏沼自然観察ボランティアガイド養成事業が

　仏沼の保全活動については、三沢市仏沼保全活用協
議会において、火入れや水管理などの対策について検
討を行い実施している。また、NPO法人おおせっからん
ど等による野鳥生息調査などを実施、現状の把握を
行っている。
　また、NPO法人おおせっからんどや国土交通省等に
よる仏沼・小川原湖周辺の清掃及び町内会や漁協等
による海岸清掃の実施により、景観の保全が図られて
いる。

　仏沼の保全活動については、引き続き三沢市
仏沼保全活用協議会において協議・検討をして
実施していく。
　野鳥の生息調査についても、NPO法人おお
せっからんど等に調査継続をお願いしていく。
　仏沼・小川原湖周辺の清掃及び海岸清掃につ
いても、関係者の協力を仰ぎながら、引き続き実
施することにより環境保全を図っていく。

　NPO法人おおせっからんどが実施する自然観察会に
おいて、仏沼及び小川原湖の自然や生き物たちとのふ
れあい体験並びに人と自然との共生について学び、郷
土の自然の豊かさや文化への認識を深めている。

　今後についても、NPO法人おおせっからんどが
実施する自然観察会に協力することにより、環境
教育の充実を図っていく。3 んでいる 終了したが、市民、小中学生にも広げ世代毎に育成

するべきではないか。

５ ２２１ 民生部 11 ごみの減量化・資源化の
推進

順調に進ん
でいる

適切

ごみ減量の啓蒙活動の方向性は良いが、更なる市民
リサイクル活動の推進を推し進める必要性があるの
ではないか。
具体的に食用油、残飯、雑草など家庭内で処理でき
るごみの減量に関わる創意工夫の啓蒙活動も推し進
める必要があるのではないか。

６ ２２２ 民生部 10 環境保全活動の推進
おおむね進
んでいる

適切
安全安心を確保しながら、創意工夫による公園維持
管理費を減らす工夫と共に公園管理の在り方に一考
が必要であるのではないか。

土の自然の豊かさや文化への認識を深めている。
　また、自然保護監視員（非常勤職員）を配置し、仏沼
の環境保全及び来訪者に対する案内等を行っている。

　引き続き、自然保護監視員（非常勤職員）を配
置し、仏沼の保全に努める。

　三沢市のごみ排出量は、家庭系及び事業系とともに
横ばいである。
　資源物の種類によっては、有価となるものもあり、事
業者は独自に回収業者と契約し処理しているところも
あることから、市の清掃センターへの資源物搬入量が
減少している。

　ごみの排出量の抑制は、市民一人ひとりの意
識の醸成が必要不可欠であり、広報紙やマック
テレビ等を利用し継続的に啓発活動を実施す
る。
　また、リサイクルの推進を図るため、紙類の収
集団体への補助を行うとともに、ゴミの分別に関
する啓発にも努める。

　環境美化の一つとして、犬のフン害撲滅のため、犬の
しつけ教室やフン持ち帰りチラシの配布など、公園、歩
道等の公共空間の環境美化に努めている。
　環境保全のため、省エネについて広報誌やマックテレ

　今後とも、快適な生活環境を得るため、環境美
化活動を実施するとともに、環境保全のため地
球温暖化防止に向けた取り組みついても適切なんでいる が必要であるのではないか。　環境保全のため、省エネについて広報誌やマックテレ

ビ等で啓発に努めている。
対応を図っていく。
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資料３

７ ２２３ 民生部 7 公害防止対策の推進
おおむね進
んでいる

適切

①悪臭監視調査の経費が年間２回で毎年３００万円
以上であることから、経費削減の工夫を図る必要があ
るのではないか。
②航空機騒音電話苦情などの市民の声を多方面に
取り上げるべきではないか。

移転跡地の有効利用を市役所のプランのみならず市

　公害のない快適な生活環境の構築を図るため、悪臭
監視調査、公共用水域汚濁監視調査、地下水調査、水
生生物調査などを実施し、環境基準の監視を行い、公
害発生の抑止に努めている。
　また、自動車騒音や大気汚染については、県が調査
を行い監視している。

　今後とも、各分野における調査を継続しながら
適正な環境保全に努め、環境基本計画との整合
性を図り、公害防止対策を推進していく。

　「市民が基地から派生する各種障害を負担に感ずる
ことなく暮らしている。」という目指す姿に向かい、４件
の事務事業を展開し、天砂地区及び五川目地区におけ
る集団移転事業については、平成２２年度をもって完了

　本市が基地対策の基本理念として掲げる、「基

８ ２３１ 政策財政部 4 各種障害への対応
順調に進ん

でいる
適切

移転跡地の有効利用を市役所のプランのみならず市
民アンケートの形でできうる可能性のあるものをプラ
ン化することが必要ではないか。

９ ２４１ 民生部 3 交通安全対策の推進
おおむね進
んでいる

要検討

２０１１年８月１日三沢市庭構の５人死傷の交通事故
など、一般道路以外の農免道路などでの交通事故多
発への対応策が必要ではないか。また、市街地にお
いても交差点での一時停止、４点停止などによる接触
事故、人身事故への対策も必要である。

る集団移転事業については、平成２２年度をもって完了
した。
　また、防音工事助成事業については、昨年度、東北
管内では青森県のみに樹脂サッシの使用が認められ
たことから、住民の強い要望を受け国に対して要望し続
けた結果である。

　本市が基地対策の基本理念として掲げる、「基
地との共存共栄」を目指し、基地のもたらす各種
障害を的確に分析し、市民の負担の軽減等を国
に対し要望していくことが今後も求められる。

交通事故の防止のため、見通しの悪い道路･交差点に
道路反射鏡や区画線等の整備を行うとともに、幼児・児
童・高齢者に対する交通安全教室を開催し、交通ルー
ル及びマナーの向上に努めている。また、通学路交差
点に交通整理員を配置するなど児童･生徒に対する安
全対策を講じている。平成22年12月に交通死亡事故が
発生し「交通死亡事故皆無記録」が残念ながら607日で
途切れた。しかしながらこの記録は過去最高であり、今
後はこの記録を上回るよう継続的に事業の実施が重要
である。

今後とも、市民の交通安全意識の高揚を図りつ
つ、道路環境の改善、交通ルール・マナーの啓
発活動、児童生徒の登下校時における安全確保
を図るなど、交通事故防止に向けた適切な対策
を推進するとともに、「交通死亡事故皆無記録」
の更新を目指す。

１０ ２４３ 民生部 3 安全安心な消費生活の
確保

順調に進ん
でいる

適切
内部評価のコメントにあるように専門的な人材の募集
確保の早急な実現が必要。

１１ ２５１ 総務部 9 災害への即応体制の整
備

おおむね進
んでいる

要検討

①防災計画やハザードマップの作成などがなされて
いるが、今年３月、東日本大震災を機に地震や津波
だけでなく多方面にわたる災害対応も必要ではない
か。
②市民を対象とした防災教育を強化するべきだと思
う。

である。

市民が安心・安全に消費生活を送れるよう、消費者被
害防止に関するパンフレットを配布するなど、情報の提
供に努めている。　　　　　また、地域に根ざした対策を
推進するため、職員が研修等に出席し消費生活の向
上をはかっている。消費相談については、トラブルが複
雑多様化する中で、相談内容に応じた適切な対応が求
められている。

市民が消費者トラブルに見舞われないよう、引き
続き各消費者団体と連携をとりながら消費者トラ
ブルに関する情報を提供するとともに、トラブル
の相談者に対して適切なアドバイスができるよう
な体制の強化を図る。

大規模災害発生時において、被害拡大防止で重要なこ
とは、迅速かつ的確な初動対応ができるかである。そ
のため市では、地域の自主防災力の向上のため、町内
会中心に自主防災組織の結成を推進しており、また、
平成１９年度から毎年、防災訓練等で地域自主防災訓
練を実施することにより、自主防災に対する意識の高

　毎年開催の三沢市防災訓練について、メイン
会場で行われる訓練についても、地域防災力の
向上にスタンスを置いた訓練とし、市内全域で行
われる地域自主防災訓練、各種講習会等を引き
続き実施し、自主防災力の向上及び市全体の防

③被災者の受け入れのために、体育館利用のマニュ
アル化等の管理体制の工夫をすべきではないか。

１２ ４１１ 経済部 3 起業化の支援
あまり進ん
でいない

要検討

・各支援事業・融資事業をより市民(事業主)が活用し
やすい状況を作る必要があるのではないか。
・施策を構成している事務事業への取組みが不十分
ではないか。また、事務事業評価表では取組状況に
ついて具体的に提示すべきではないか。

揚が図られ、徐々にではあるが、参加人数及び自主防
災組織数が増加している。

災力の底上げを図っていく。

新産業トライアル支援事業については未実施である
が、地方経済を活性化させるためには、他産業への参
入あるいは異業種間の連携を図るなどの取り組みが必
要である。特に環境エネルギー分野、食産業における
農商工連携は、国、県の重点政策でもあり、早急に実
施すべき事業となっている。一方、創造的中小企業支
援資金貸付金では、金融機関が融資しやすい体制づく
りをサポートしている。

他産業への参入については農商工連携を軸とし
た事業にシフトすることが、県の事業の方向性と
合致しており、事業展開が図れるよう更なる調
査・研究を推進する。創造的中小企業支援資金
貸付金については、ニーズがないことから縮小
し、新たに創業・企業者へ対する補助金について
検討する。
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資料３

１３ ４３４ 経済部 4 販路・流通の拡大
順調に進ん

でいる
非評価

施策を構成する事務事業が今回の東日本大震災に
より、再検討や中止などとなったことで、評価すること
ができない。

　「三沢産の水産物の知名度が高まり、消費の拡大に
よって、魚食が普及している」という目指す姿に向かっ
て、２件の事務事業を展開している。毎年実施している
みさわ港まつりやホッキまつりでは、市内外から数多く
の方々が来場し、三沢産をはじめ県内の海産物をPR・
販売し好評を得ている。今後は、一過性のイベントのみ
ではなく、市民がいつでも三沢産海産物を購入できる
販売体制や商品の開発が重要となる。

　産直販売の導入など、消費者ニーズに合わせ
た商品を提供できるシステムの開発が必要であ
り、そのためには、販売場所や直販所の検討、
販売主体や販売体制の確立を図っていく。

１４ ４５１ 経済部 10 観光PRの推進
おおむね進
んでいる

要検討

施策を構成する多くの事務事業が負担金を支出する
ものであり、その負担金が活用されているのかという
疑問がある。費用対効果があまり見えていないところ
もあるように感じられる。同じようなことを様々なところ
で行っているので、ＰＲ事業を集約し、効果的なＰＲ活
動をすることが必要ではないか。

観光施設の管理運営については、指定管理者制度に

現在の観光客のニーズ及び行動範囲は、広域的なも
のが多く、一市町村に収まらない場合が多い。
したがって、広域的な連携の中で、観光客のニーズに
あった観光商品開発（ルートづくり）を行い、情報発信も
広域的に行うことで効率的で効果的なPRに努め、一定
の効果を上げてきた。
また、コンベンションの誘致については、目標数値は上
回っているが、市全体としての取り組みが弱いので、今
後市全体の取組みとして推進していく必要がある。
チャーター便の誘致は、行政としての必要性は認めら
れるが、市民ニーズが低く、実効性に難があるため、当
面休止としてきた。

これまで以上にPR効果上げていくためには、観
光資源の開発、掘起し及び課題となっている２次
交通の充実などを図っていく必要がある。
したがって、上記課題に取り組みながら、並行し
てPR活動を図っていく必要があるが、平成２３年
度から任命し、運用を図っていく観光大使の状況
も含め、より効率的なＰＲ方法を検討していく。

１５ ４５３ 経済部 12 観光資源の活用
おおむね進
んでいる

要検討

・この施策の現状と課題の内容が、施策を設定した時
の内容のままなので、今現在の内容に合わせ、修正
が必要ではないか。
・魅力ある施設の構築も視野に入れた事業展開をす
るべきではないか。

観光施設の管理運営については、指定管理者制度に
より、ある程度自主事業なども実施され、利用者の利
便性の向上、利用者の増等も図られている。
しかし、これら施設の連携や、三沢市全体としての観光
ということでは、まだまだ効果的な施策を講じる必要が
ある。
課題としては、広域観光の中で魅力的な観光資源の開
発、掘り起しを図ることと、特産品の開発を図ることが
急務である。また、２次交通の多様化、安定化を図るこ
とも必要である。

観光協会とともに、観光資源の開発、掘り起しを
行う中で、必要とされる特産品の開発、２次交通
の課題解消などを図っていく。
当面、観光資源の開発、掘り起しとして考えてい
るのは、小川原湖の夕陽や、温泉群などである。
これらの施策を講じる中で、これと連動した特産
品の開発、新たな２次交通の確保など、関係業
者、団体などと幅広い連携を構築し、魅力ある観
光資源の活用を図っていきたい。

１．現在、整備を要望している広域幹線道路について
は、概ね順調に進捗している。２．経済情勢の悪化によ
る交流人口の低下、人口減少や自家用自動車の普及
等による公共交通機関の利用者離れにより、鉄道の利
用者数は年々減少傾向にあることから、各種協議会を

１．広域幹線道路の整備については、関係自治
体と連携しながら、引き続き整備促進を要望して
いく。２．鉄道の利用促進については、関係協議
会を通じた各種利用促進活動に取組むとともに、
市地域公共交通会議におけるバス運行事業との
連携を強化し、利便性の向上を図る。３．空港の

１６ ５１１ 政策財政部 13 高速交通網の充実
あまり進ん
でいない

要検討

①三沢駅が青い森鉄道に移行したことにより新幹線
等との接続が非常に悪く利用者が大幅に減少。接続
の効率化を強く要望して早急な対応が必要ではない
か。
②三沢駅前の駐車場の無料化が無理であれば利用
しやすい料金設定が必要ではないか。

用者数は年々減少傾向にあることから、各種協議会を
通じて利用促進活動に取組んでいるものの、依然とし
て利用者数は減少しており、より効果的な利用促進が
図られるよう、地域一体となった取組みが求められてい
る。３．三沢空港の発着便数については、昨年10月より
三沢・大阪便が運休となり、空港の利便性が低下して
おり、また、実施した利用促進活動については直接的
な利用者数の増加には至らなかったが、経済情勢の変
化等により三沢・東京便の利用者数が対前年で大幅に
増加している。４．三沢駅におけるバスとの接続性の改
善を図ったが、三沢空港における二次交通については
充分な検討がされておらず、広域での協議・検討が必
要である。

連携を強化し、利便性の向上を図る。３．空港の
利用促進については、実施した事業について期
待された効果が見られなかったが、経済情勢の
変化等により利用者が増加傾向にあることから、
需要等の調査を実施し、航空会社等関係機関に
対して利便性向上等についての要望活動を強化
する。４．三沢駅においては鉄道とバスとの接続
性の改善により利便性向上が図られているが、
三沢空港からの二次交通については、現在、連
絡バスと民間企業によるデマンドタクシーが運行
されているのみであり、今後、利用状況や需要等
について各種利用促進団体を通じて協議、検討
する。
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施策についての分析 今後の取組方針

資料３

１７ ５４１ 経済部 18 市街地の活性化
おおむね進
んでいる

要検討

①これからのアメリカ村のビジョンが見えない。
②商店街は市直営でやっているのではなく、商店街
が主体となって何かやらなければならないので、市街
地の活性化を進めるには、地元の人の意欲を喚起す
る取り組みをするべきではないか。

　施設や土地区画整理等のハード面の整備事業につ
いては、概ね完了したものの、実施を予定していたソフ
ト事業については、いまだ着手できていないものや、事
情が変わり実施が困難となったものも多くあるため、事
業の見直しが必要である。
　懸案事項であったMGプラザについては、三沢市の出
資・貸付や市内団体の協力等により、山積していた問
題に一定の目途がついたため、今後においてテナント
の充実やイベントの企画・運営といったまちづくり事業
を実施していくこととしている。

　MGプラザ内に、三沢市及び三沢市商工会の職
員を派遣するとともに、タウンマネージャーを配
置した。これにより、MGプラザの運営をはじめと
する中心市街地活性化基本計画の事業全体に
ついて見直しを図るとともに、新たな方針づくりを
することとしている。
　特に、喫緊の課題であるMGプラザ内へのテナ
ント誘致、駐車場の確保に取り組み、MGプラザ
の状況を改善することで徐々に中心市街地全体
へと活性化の影響を波及させていきたい。

１８ ６２６ 政策財政部 2 広域行政の推進
あまり進ん
でいない

要検討
施策を構成する事務事業の内容が理解しにくいの
で、具体的な行政サービスの向上について、解りやす
くするべきではないか。

１．東北新幹線七戸十和田駅の開業に伴い、同駅の観
光交流施設整備について広域圏で取組み、一定の成
果を得たところであるが、継続的な取組みにつながって
いるとは言いがたい。このほか、定例の要望活動を実
施しているが、大幅な改善は見られておらず、手法の
見直しを含めた関係市町村での検討が必要と考える
が、協議調整は現時点で進んでいない。
２．国で進める定住自立圏構想については、関係市町
村における協議や各種研修会により理解を深めている
ところであるが、現時点で関係市町村におけるメリットを
見出せない状況であり、方向性が定まっていない。

定住自立圏構想に係る検討も含め、広域で取組
むべき地域の課題について、関係市町村で情報
を共有するとともに、広域の各協議会の事業実
施に当たっては、効率的かつ効果的な実施を図
る。
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